
1

平成 年（行ウ）号 情報公開却下処分取消請求事件

原 告 三宅勝久

被 告 東京都

証 拠 説 明 書

２０１８年１月 日

東京地方裁判民事第 部御中

原告

号証 標目 原･

写

年月日 作成者等 立 証 趣 旨

甲１ 公文書開示請求却

下通知書（２９議

経第６９２号）

原本２０１７年

９月２５日

東京都議

会議長

原告が東京都議会議長に対して、尾崎大介議

員が政務活動費で支出した人件費・家賃の領

収書と台紙にかかる情報公開請求をファクス

にて行った事実、東京都議会議長が却下処分

をした事実。却下理由として、東京都議会情

報公開条例第２０条第１項に該当するなどと

説明している事実など。

甲２ 尾崎大介議員が２

０１６年度の政務

活動費で支出した

人件費の領収書と

台紙（貼付用紙）

の写し。ただし都

議会事務局で閲覧

・謄写に付されて

いるもの。

写し２０１６年

度

尾崎大介

都議会議

員

尾崎大介都議会議員が、２０１６年度政務活

動費で人件費を支出し、領収書の写しと貼付

用紙を議長に提出している事実。都政務活動

費条例の規定によって、その一部（金額・支

出先・内訳）を非開示にした状態で閲覧・謄

写に付されている事実など。
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甲３ 尾崎大介議員が２

０１６年度の政務

活動費で支出した

事務所家賃の領収

書と台紙（貼付用

紙）の写し。ただ

し都議会事務局で

閲覧・謄写に付さ

れているもの。

写し同上 同上 尾崎大介都議会議員が、２０１６年度政務活

動費で事務所家賃を支出し、領収書の写しと

貼付用紙を議長に提出している事実。都政務

活動費条例の規定によって、その一部（支出

先）を非開示にした状態で閲覧・謄写に付さ

れている事実など。

甲４ 東京都議会情報公

開条例

写し同上 東京都議

会

東京都議会情報公開条例第２０条第１項

の規定により、他の条例の規定による閲

覧若しくは写しの交付の対象となる公文

書は、開示をしないものとする旨定めて

いる事実など。

甲５ 東京都議会政務活

動費に関する条例

写し同上 同上 東京都議会政務活動費に関する条例で、領収

書等の閲覧・謄写制度がある事実、その際一

部を非開示にすることができる規定がある事

実、非開示にした情報に対して不服審査の申

し立てや訴訟で争う制度が、同条例には存在

しない事実など。

以上


